





































であるべきか」との２つです。「在る法 (law as it is)」を考える前者を法



































































































































































































































































































































































リスト教徒の黄金律（Do to others as you would be done by.）を知ってい
るでしょう。あなたがされたいであろう (would) ように他者にしなさい，
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に自らに課す限りにおいて


































































































































































































































































































































序（S １. アナキズム論駁，S ２. フェアプレイ論再編，S ３. フェアプ
レイ論の真摯性条件としての立憲民主主義）で遵法義務の正当化がなさ
れるべきだと論じていますが，ここではわかりやすさを優先して論理的
には第二段階にある「S ２. フェアプレイ論の再編」にまず触れましょう。
遵法義務を説明するいろんな議論があるなかで，ソクラテスもすでに先取
りしていた古典的な議論は，フェアプレイ論です。自分が属している法制度
によって治安の保障など色々守ってもらっているとき，その便益を受けなが
ら，気に食わない法があると，それを無視するというのはただ乗りだ，ア
ンフェアだというものです。法制度の便益を享受しながら法制度を維持する
ためのコスト負担を他者に転嫁するのはけしからんという議論です。
これに対しては常套的な批判がいろいろあります。その１つは便益を
享受しただけでコストを負担する義務なんかは生じえないという批判で
す。ノージックという哲学者があげた例をアレンジしてあげてみましょ
う。私が山形駅の駅前ロータリーでマイクを持って法哲学の講演をした
とする。通りすがりに聞いた人々が「はぁ，素晴らしい。先生，目から
鱗です。感動しました」と言っていた。ではその人々に「よし，じゃあ
１人千円払って。君たちは僕の講演から利益を享受したんだから，千円
払う義務がある」とこう言えるかというと，言えないだろう。便益を享
受しただけでは，義務の根拠とはならない。もう１つのフェアプレイ論
への批判は，ドゥオーキンが代表的な論者ですが，ベースラインの問題
です。現在の法制度の下で自分は便益を享受しているかどうかっていう
のは何と比べての話だろうか。その比較の指針が必要だという話です。
今の法は悪法だから従う必要はないって人は，自分がよりよき法だと
思っている法制度を比較の指針とする。そうするとそれらの下で自分が
いる境遇よりは現在の自分が悪法と批判している法の下での境遇の方が
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悪い。そういう人は「俺は便益は受けていない」と文句を言うだろうか
ら，このフェアプレイ論ではそういう人たちに対して遵法義務を受け入
れさせることができないのだ，とこういう批判です。
フェアプレイ論の再編と立憲民主主義
私はこういうフェアプレイ論を巡るいろんな批判（一部の擁護論もそ
うなのですが）は根本的な議論の趣旨を取り違えていると考えます。こ
こで問題となる根本的な便益は，法によって例えば治安が維持されて
いるとか，様々な公共財が供給されているとか，そういう話じゃない。
我々は自分の正義構想を求めて，対立競合する正義構想を追求する人々
と政治的な闘争ゲームを行う。もし自分たちが政権をとったら，自分た
ちの正義構想を反対者に押し付ける。これは，そういうことを可能にし
てくれる統治システムの存在を前提にしています。自分の正義構想を実
現したいと思っている以上は，この統治システム自体の存在を当然必要
だと思っている。自分が政権を取ったときに，自分の正義構想を反対者
に押し付けることができるという便益，これを統治便益（governmental 
benefit）と私は呼んでいますが，この統治便益を享受できるのは，反対
者がそれに従ってくれるからです。反対者が，自らの正義構想に照らし
て間違っていると思っていても尊重してくれる，反対者が遵守のいわば
道徳的コストを引き受けてくれるから，統治便益の享受が可能になる。
しかし，自分が政治的闘争ゲームの敗者になったとき，一切そういう道
徳的コストを払わないということになれば，これは道徳的なただ乗り，
自己と他者の間の反転不可能な差別であり，正義概念そのものに反する
ことになる。このような観点からフェアプレイ論を再構成すればさっき
言ったような常套的批判は退けることができます。
しかし，この議論が成立するための前提条件があります。まず，遵法
義務正当化論の三段階での第一段階にあたる「S １. アナキズム論駁」
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という論点です。今論じたような再構成されたフェアプレイ論はアナキ
ストには通じません。なぜならアナキストは「そんな統治権力自体いら
ない！」という立場だからです。だから論理的にはまずアナキズムは間
違っていると論駁しなきゃいけない。この議論も私はあるところでして
います（『他者への自由』第２章）が今日は省略します。
さらに重要な条件に関わっているのが，第三段階の議論です（S ３.）。
「今権力を持ってる我々が，君たちに対してやってることと同じことを，
君たちがもし権力を奪取したら我々に対してするでしょ。君たちの正義
構想を僕らに押しつけるでしょ。だから今我々がやったとしても文句は
言えないよね」という議論が，欺瞞的にならないための条件が必要です。
その１つは，少なくとも政治闘争の勝者と敗者の地位が現実にも反転し
得るということです。「もし君たちが権力を握ったならば……」という
仮定が，単なる反実仮想ではなく，現実に権力の担い手が反転する可能
性が十分あるということです。ある特定の政治勢力が永続的に勝者たり
続けるようなところでフェアプレイ論を展開しても，これは欺瞞以外の
何者でもない。政治的闘争の勝者と敗者の地位が現実にも反転し得るた
めの条件，つまり，形だけでない実効的な民主制が必要であると言える。
条件はもう１つあります。いくら最低限の民主的制度が保障されたと
しても，いわゆる構造的少数者――人種的少数者や性的指向における少
数者等々――はどうあがいてもマジョリティの支持を得られそうにない
し，むしろ社会の主流派の根強い偏見の対象となっている。いくら民主
的制度が保障されていたとしても，自分たちが勝者になる可能性はほと
んどないような構造的少数者に対して，「もし君たちも権力を獲得した
なら……」という仮定に立つフェアプレイ論は，やはり欺瞞的な議論に
なってしまう。それを避けるためには，単なる民主的諸制度の保障だけ
でなくて，被差別少数者の基本的人権は民主的立法といえども覆せない
ことを，成文硬性憲法で規定し違憲審査制で保障することが必要となっ
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てきます。近代的な立憲民主主義ということですね。立憲民主主義はな
ぜ必要かということを議論していくと，このように法のレジティマシー
及び遵法義務を保障するためにこそ必要だという話につながっていきま
す。立憲民主主義の基底にはこのような考え方があるわけです。
（２）現代日本社会における立憲民主主義の再構築
さぁ，ここまでが実は前提作業となる話でした。これから政治的にキ
ナ臭い話をします。九条問題についてごく簡単に議論しますが，そのた
めにだけでも，実はこれだけの前提作業が必要なんです。
九条問題，安全保障問題を巡る議論を見ていると，冒頭にちょっと言
いましたが，安倍政権もひどいけど護憲派もひどい。どっちかって言う
と護憲派がもっとひどい。どちらも欺瞞に満ちています。
安倍政権の欺瞞は明らかな解釈改憲をしたことです。その前に，一応
明文改正をしようとしたけれど，国会で両院それぞれの総議員の３分の
２の同意という発議要件を満たすことが無理そうだということで，９６条
という憲法改正要件自体の改正を目論んだ。憲法改正要件を緩和して改
憲のハードルを低くしようとしたけど，これはさすがに改憲派からすら
汚いと批判されて諦めました。そしてどうしたかというと，解釈改憲で
済まそうとした。これは改憲手続をバイパスして，実質的な改憲をやっ
てしまうということ，立憲主義を骨抜きにしてしまう。しかも，それで
到達しようとしている目的が，対米従属構造をさらに強化するようなも
のです。私は彼らが本当のナショナリストなら，賛成しなくても理解は
するんだけど，彼らはそういう方向にはいかない。アメリカから何の反
対義務の約束も取り付けないで，何でもやってあげますと約束だけして
いる。まったく保守が幼稚化して愚劣化している。
しかし他方で護憲派はよかっただろうか。この点について，こう言う
と君たちは，驚くかもしれないけど，日本の護憲派は憲法を守っていま
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せん。憲法を虚
こ
仮
け
にしています。この虚仮っていう言葉，虚にして仮，
これは仏教用語です。仏教で外面上信じているふりをしながら，内面は
違うような腐った様子，これを虚仮というそうです。まさに護憲派は憲
法を虚仮にしている。
憲法を虚仮にする者たち
護憲派には２つあります。１つは原理主義的護憲派。これはかつて支
配的で，いまでも護憲派の憲法学者の多数説でしょう。要するに憲法は
自衛隊やその他の戦力の保有・行使を一切否定しており，専守防衛です
ら違憲だ，自衛隊も安保も存在自体が違憲だという立場です。もう１つ
が修正主義的護憲派。長谷部（恭男）さんとか，かつての内閣法制局の
見解がそれで，専守防衛の枠内，個別的自衛の枠内であれば，自衛隊と
安保は合憲だという立場です。
まず修正主義的護憲派ですが，彼らは安倍政権のやってることは解釈
改憲だといって批判するけど，彼らもすさまじい解釈改憲を行っている。
憲法９条１項は自衛のための戦力維持は放棄していないが，２項で「陸
海空軍その他の戦力」は一切放棄し「交戦権は，これを認めない」と明
言している。だから修正主義的護憲派及びかつての内閣法制局はこう議
論している。「たしかに，２項で戦力は一切放棄したし，交戦権は認め
られていない。でも専守防衛の枠ならば，自衛隊は合憲である。なぜなら，
自衛隊は戦力ではないからだ」と。あの世界有数の武装組織である自衛
隊が戦力ではない？軍法もなければ軍事法廷もないから？　これはふざ
けた議論です。仮に百歩譲って自衛隊は戦力でないことを認めたとして
も，世界最強の戦力であるアメリカ軍を戦力でないとは，さすがにいえ
ない。日米安保条約の下でいざ日本が攻撃されたら，この世界最強の戦
力と自衛隊が一緒になって自衛戦争を行う。これを交戦権の行使じゃな
いんて，どう転んでもいえない。こんなアクロバット的な解釈改憲をやっ
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て平気な人々が，護憲派だなんてふざけちゃいけない。こんな解釈改憲
をやっておいて，安倍政権がやった解釈改憲を批判する資格なんてある
んだろうか。安倍政権も内心でそう思っているかもしれない。「おまえ
らも解釈改憲をやってきたくせに，俺たちもやってなぜ悪いんだ」，「解
釈改憲を内閣法制局の官僚に独占させるのはかえっておかしいじゃない
か，俺たちは選挙で選ばれているんだ」と。たしかに，修正主義的護憲
派がやっている従来の内閣法制局見解の権威化には問題がある。憲法は
立法権を制約する違憲審査権を司法府に与えているけれど，内閣法制局
は，行政機構の一機関，内閣の助言機関にすぎない。この法制局に憲法
の最終的解釈権限を与えるなんてふざけた話です。
では，原理主義的護憲派は立派だろうか。立派だといいね。しかし残
念ながらもっとひどい。どのようにもっとひどいか。彼らは「自衛隊・
安保は専守防衛の枠内でも違憲です。違憲だ，違憲だと言い続けよう」
と言っている。でも本当に原理主義的解釈を取ると，非武装中立しかな
いけれど，非武装中立は現実的でない。そこで個別的自衛権の範囲内で
あれば自衛隊も必要，安保も少なくとも当座は必要というのが本音です。
最近は原理主義的護憲派の中でも公然とこの本音を主張する者もいます。
でも憲法は絶対平和主義をとっていると解釈して，今の自衛隊は専守防
衛の枠内でも違憲だと言い続けようと。そう言い続けることが専守防衛
の枠を越えて自衛隊が拡大されることを抑える上で，政治的により有効
だからと。これは違憲な事態の永続化・固定化の主張です。専守防衛の
枠内ならいいという自分たちの政治目的を実現する上では「違憲だ，違
憲だ」と言い続ける方がよい。違憲事態を固定化することは政治的に有
効だからやれだなんて，こんなことで護憲派ということができるので
しょうか。
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虚仮にされる主権者国民
この議論の最大の欺瞞は，その尻ぬぐいは誰がさせられているのかを
考えればわかります。自衛隊員と，米軍基地を集中的に押し付けられて
いる沖縄です。今日は沖縄の話をする時間はないので，自衛隊員にだけ
触れます。自衛隊員というのは一般大学卒でなる人もいますが，多くの
場合，親に経済力がなくて大学に行かせられない高卒の人です。幹部候
補生が行く防衛大学校も給料がもらえる。さらに，陸上自衛隊には，中
卒で９万強の月給貰って通える高等工科学校もある。彼らに対して原理
主義的護憲派は，「一朝ことあれば命をかけて我々を守れ。しかしお前
たちは，違憲の存在だ。法的に認知してやらないぞ」と憲法的私生児の
扱いをしている。ある無責任な男が私生児を産ませたが絶対認知はしな
い。しかし，俺の面倒を見ろよと寄食している。これと同じような欺瞞
ではないのか。こういう欺瞞を「九条を守れ」と美しく言っている人た
ちが公然とやって，恥ずかしくないのでしょうか 。
さらなる欺瞞は次の点です。彼らが専守防衛は OK というのであれば
そのことを明記する九条の明文改憲――「護憲的改憲」と言われること
もありますが――を提案すべきですが，それすらしない。改憲プロセス
で「右」の改憲派と争ったら，俺たちは負けてしまうかもしれない。そ
んなリスクはとりたくないから，九条はこのまま凍結だというわけです。
結局違憲の現状を永続化することになっている。
この人たちが憲法を尊重しているといえるでしょうか。否，尊重して
いない。立憲主義を虚仮にしている。そればかりか，改憲プロセスを発
動すること自体に反対することによって誰が最も虚仮にされているのか。
それは君たちです。主権者である国民です。これだけ憲法の基本原理を
巡る解釈や安保法制の在り方をめぐって，先鋭な論争が執拗に持続して
いるとき，最終的に決断するのは誰か。主権者たる国民でしょう。しか
し，正規の憲法改正手続によって，国民に国民投票で審判を仰ぐことす
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らやらせない人たちが民主主義者を名乗っている。
話していて私もだんだん熱くなってきました。私の言っていることは
普通に日本語を読める人が，普通のロジックで考えれば当たり前のこと
ですが，この今の日本では井上は狂人扱いされています。右からも左か
らも。「狂人」が言い過ぎなら，「変人」あるいは「酔狂者」でしょう
か。私はカフカの不条理な世界，理解できない罪状で有罪判決を受けた
り，まともなことを言っている人間が狂人扱いされる世界にいるのでは
ないかと，時々感じることがあります。今の日本は嘘を嘘だという者が
厄介者扱いされ，危険人物扱いされる世界になっていないだろうか。「大
本営発表」を疑わしいなぁと思いながらも，疑わしいと言うと迫害され
るのがこわくて，皆が信じているふりをしていた戦中の時代と，どれほ
ど違うんだろうか。悲しいのは，戦前戦中の軍国主義を批判しているつ
もりの護憲派知識人たちが，「自衛隊は九条の言う戦力でない」とか，「違
憲の自衛隊を違憲のまま存続させることが九条を守ることだ」という「大
本営発表」も顔負けの真っ赤な嘘を，先頭に立って国民に広めているこ
とです。
今，立憲主義と民主主義の双方が安倍政権によっても護憲派によって
も虚仮にされている。ちなみに保守派の一部にみられる「押しつけ憲法」
論も私からすればナンセンスです。理由は簡単で，サンフランシスコ講
話条約で我々は主権を回復し，しかも憲法改正規定があるんだから，日
本国民が改正しようと思えばいつでもできた。それをやらなかったのは
国民が憲法を支持していたからです。しかも「押しつけ」というなら「押
しつけられた」もので最も重要なのは第二次農地改革です。微温的な第
一次農地改革を蹴飛ばして，大規模に自作農を創設する第二次農地改革
を占領軍は日本政府に押しつけた。でも保守派はこれには文句を言わな
い。なぜならその結果として出来た膨大な自作農の人々の組織票が保守
政権の安定した支持基盤になったからです。こういう「押しつけ」は大
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いに結構らしい。こんな欺瞞的な議論は受け入れられない。
九条削除論といくつかの選択肢
九条に関しては護憲派も含めて欺瞞があまりにも跋扈しすぎた。では，
どうするか。憲法自体を守ると同時に国民主権の原理――憲法改正権力
を委ねられているのは国民であるということ――を守るために，今真剣
に自分たちの政治的実践で日本の立憲民主主義をもう一度作り直してい
くこと。かつての右の改憲論のような形ではなく，憲法を自分たち自身
の手で作り直していくこと。これを若い人たちにやって欲しい。「九条
を守れ」という空疎なシュプレヒコールをあげる SEALDs 等の若い人
たちに，一人一人に聞いてみたい。君たちは，いったい何を守りたいの
か？
専守防衛を守りたいのか。だったら，自衛隊・安保の存在自体が九条
違反なのだから，「九条守れ」じゃなくて，「九条変えろ」でしょう。
「非武装中立」を守りたいのか。だったら，「戦争法（安保法制）反対」
じゃなくて，「自衛隊反対」，「安保反対」でしょう。
さらに，本気で非武装中立を選ぶなら，殺されても殺し返さない峻厳
なる非暴力的抵抗の自己犠牲を引き受けなければならないが，そんな覚
悟が本当にあるのか。仮に自分にはその覚悟があるとしても，侵略に対
しては軍事的に抵抗したいという人たちに，非暴力抵抗をおしつけてい
いと思うのか。
私はSEALDs などの若者たちが立ち上がったことはいいことだと思う。
ただし，もう少し頭を使って欲しい。君たちの熱いハート（情熱）はわ
かった。でも，クールなマインド（知性）もちなさい。そのために，私
がいました質問を自問して，日本の安全保障と憲法をどういう形で発展
させていくべきか，まじめに考えてもらいたい。スローガン絶叫して自
己満足してちゃダメなんだよ。
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私の九条削除論の趣旨は，安全保障政策の選択は憲法で固定してはい
けない，というものです。憲法は先ほど言ったように公正な民主的競争
のルールを定めた上で，被差別少数者の人権保障規定を備えていなけれ
ばならない。そこは通常の民主的立法過程に委ねて勝者がいじれるよう
にしてはならない。しかし安全保障のような特定の少数者ではなくて国
民全体に関わるものについては，国民が自分たちで選択しなければいけ
ない。非武装中立か，スイスのように武装中立か，集団的自衛権を行使
するのか，あるいは国連中心の集団安全保障体制でいくのか，個別的自
衛権の枠内で日米安保体制を維持していくのか。こういった安全保障体
制の基本的な戦略の選択は憲法で定めてはいけない。これらは，本来は，
対立する安全保障政策観をもつ人々が，民主的立法過程で討議し，決定し，
さらに決定を見直し，と試行錯誤的探求していくべき問題であり，憲法
で固定化してはいけない。反対勢力によって変更することが非常に難し
い形で特定の見解が固定化されてはいけない。
立憲民主主義の原理からして，どの安全保障政策を選択するかは憲法
事項ではないという基本的論拠に加えて，実際的考慮もある。一つに，
国際情勢は予測不可能な形で激変しうる。成文硬性憲法で特定の安全保
障政策を固定してしまうと，安全保障政策の変更は容易ではない。しか
し変更への政治的圧力は高まるから，これは解釈改憲への強い誘因とな
り，憲法の規範性が掘り崩されることになる。さらに，安全保障問題が，
憲法解釈論議に吸収され，実質的な安全保障政策論議が棚上げされると
いう問題もある。
ここで，一つ私の立場に対する重大な誤解を取り除いておく必要があ
ります。井上は憲法は戦力の統制について何も定めてはいけないという
危険な主張をしているという批判がありますが，これはまったくの誤解
です。私は非武装中立か，武装中立か，個別的自衛権に留まるか，集団
的自衛権を行使するか，集団的安全保障体制に参加するか，といった特
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定の安全保障政策を憲法で固定化することを斥けますが，「もし非武装
中立を捨て自衛戦力保有を選択するならば，非武装中立以外のどの安全
保障政策をとるかに拘らず，戦力の編成と行使決定はこれこれの条件に
服すべし」という「条件付け制約」は憲法に盛り込む必要があると主張
しています。もし軍事力を保有するなら，その指揮命令系統はシビリア
ン・コントロール（文民統制）に服せしめなければならず，武力行使に
は国会の事前承認が必要だということが，条件付け制約として憲法に規
定されなければならないのは，当然かつ最低限の要請です。
しかし，それだけで不十分です。私は徴兵制論者です。専制体制の下
での徴兵制は最悪です。でも民主的体制の下での志願兵制は同じくらい
危険です。ベトナム戦争で反戦論が国民的規模で拡大していったのは徴
兵制の強化に伴ってです。ベトナム戦争が終わった後，米国は徴兵制を
廃止した。どうなったか。200３年のイラク侵攻のとき，国民的規模の反
戦運動は起こらなかった。アフリカ系アメリカ人とか白人貧困層とかだ
けが志願兵として戦地に行ったから。マジョリティにとっては自分たち
が危険な交戦に関わることはない。自分たちは安全地帯にいるから，ブッ
シュ政権の軍事介入を後押しする無責任な好戦感情や，放置する政治的
無関心がまかり通ってしまう。私は徴兵制論者だといっても軍国主義を
唱道しているわけではありません。民主主義の最大の危険は多数の専制
です。多数者が，特定の少数者に軍事力行使のコストを集中転化しながら，
政府の軍事行動に対する決定権力だけ行使するなら，無責任化する。そ
れを避けるためにこそ，無差別公平な徴兵制が必要です。マジョリティ
が無責任な好戦感情や軍事力行使に対する無関心に流されないようにし
なければならない。さらに，徴兵制と同時に良心的兵役拒否権を憲法で
保障することも必要です。ただし，仲間に守ってもらいながら自分だけ
は安全地帯に身を置きたいという「非良心的」な利己的動機で，良心的
兵役拒否権が濫用されるのを抑止するために，代替役務は，非武装看護
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兵とか消防隊の任務など，自らも生命を失うリスクのある厳しいものに
する必要があります。ドイツもイタリアも日本と同じようにファシズム
を経て「過去の克服」が問題になっているけれど徴兵制を布いていた（現
在は廃止ないし停止していますが）。徴兵制は民主国家の好戦化を抑止
する機能をもつからです。
これが私の主張ですが，残念ながら，まだ多くの日本人は，「ラディ
カルすぎる，怖い」として，理屈以前に尻込みするかもしれません。私
の主張がいまはまだ受け入れられないというのであれば，次善の選択肢
として「護憲的改憲」の道があります。正規の憲法改正手続に従って，
専守防衛に限定して戦力の保有行使を認めると明記する形で，九条の明
文を改正することです。現在ではこの立場は，「新九条論」とも呼ばれ
ます。これは護憲派の政治的本音を憲法の建前としてはっきり定めよう
という主張ですから，護憲派は最低限この次善の選択肢を受け入れなけ
ればいけないはずです。しかし，護憲派は「護憲的改憲」，新九条論すら，
拒否し，つぶそうとしている。
違憲の自衛隊・安保の現実を専守防衛なら OK と政治的に受容しなが
ら，それと憲法との矛盾を解消するための新九条論すら拒否することに
よって，どのような問題が起きているか。自衛隊が，そして安保体制が
憲法外の存在としてどんどん勝手に肥大化しています。これを憲法に
よって統制することができない。私の九条削除論に対して，戦力を憲法
で統制できなくなるという護憲派の批判が的外れで，私は「条件付け制
約」を憲法に盛り込めとい主張していることは言いました。実は，問題
はもっと深刻です。護憲派は九条が戦力を縛っているというが，これが
全くの嘘で，真理はその正反対です。日本国憲法は文民統制や国会事前
承認という最低限の戦力統制規範も含んでいません。含み得ないのです。
九条によって，日本には戦力が存在しないことになっているから。憲法
が存在を否定している戦力を統制する規範を，憲法で定められるわけが
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ない。実際，集団的自衛権行使への国会事前承認等も，安保法制という
国会の通常の法律に委ねられてしまっている。国会事前承認が原則だ
としているが例外が認められる余地があるなどと，議論されているけれ
ど，根本的な問題は国会事前承認ですら，憲法ではなくその時々の政権
によって変えられうる法律に委ねられてしまっていることです。九条が
戦力を縛っているどころか，九条があるために，自衛隊・安保が憲法の
外の軍事的存在として肥大化しているのです。戦力統制に関して，日本
国憲法はいまこんな危険な状態にあります。本当に戦力を立憲主義的に
コントロールするためには，戦力行使の可能性を憲法でちゃんと認めて，
それを憲法で縛るということをしなければならない。なのにそれをさせ
ないのが日本の護憲派です。私の怒りがわかりますか。
さらに私が怒る理由がある。九条があるために，自衛隊は戦力として
法的に認知されない。このことが，海外派兵もされ，実際，国際法的に
は「交戦主体」とみなされる地位に置かれた自衛隊員を，他の武装勢力
の攻撃に対して無防備化させ，自衛隊員が「攻撃することは許されない
が，容易に攻撃され殺されてしまう」状態に置かれているという現状を
作っている。これは，PKO など国連の軍事紛争管理活動に長年従事し
てきた伊勢崎賢治さんによって指摘されています。今日は，立ち入れま
せんが，自衛隊を軍事力として法的に認知せず，自衛隊員をこんな危険
な状態に置いてすましている護憲派が私には許せません。
護憲派が護憲的改憲という彼らの政治的本音に合致した次善の選択肢
ですら，潰そうとしているのは許せませんが，しかし，そのため，この
次善の選択肢も無理なら，三善（third-best）の選択肢も考えなければな
らない。それは何かっていうと「集団的自衛権行使解禁の明文改憲」を
安倍政権に発議させることです。
これは次善ですらなくて，かなり悪い方だけど，最悪の選択肢である
解釈改憲続行よりはましです。集団的自衛権行使解禁の提案を含んだ改
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憲案を発議して，最後は国民投票にかける限りは，まだ国民がそれを
チェックできます。憲法改正権力としての国民がそこで最終的な判断を
することになる。護憲派も国民投票での否決を求める運動を展開できる
し，展開するしかないでしょう。まだその機会があるだけでもこれは三
善，次善の次の三善の選択肢でしょう。
安倍政権の企図は次のようだと囁かれていた。「まずは解釈改憲によ
り国民を慣れさせる。今は日本の国民は反対してるけど，安保法案を通
してしまって３か月もたてばすぐ慣れるさ」と。そこで慣れたころに正
規の改憲をやるんだと。でも皮肉なことに護憲派の安保法制反対運動で
安倍政権の支持が下がり，明文改憲への動きは少ししぼんだのかもしれ
ません。安倍政権は，国民投票で負けるリスクがあると判断すると，やっ
ぱり正規の改憲はやめて，このまま解釈改憲で開き直りましょうという
ことになるでしょう。これだって実は護憲派が今までやってきたことの
真似です。
おわりに
今の日本はこのような状況です。日本国憲法は，解釈改憲を批判され
ている側だけではなくて，それを批判する側，九条を固持せよ，九条を
守れという護憲派を自称する人たちによっても踏みにじられているんで
す。憲法と立憲主義が踏みにじられているだけではなくて，ここで虚仮
にされているのは憲法改正権力を持つはずの主権者たる国民，私たち全
員です。もちろん虚仮にされている私たちにも問題がある。虚仮にされ
ていることに気が付かないのだから。今日，私の話を聞いた皆さんには，
自分の頭で考えてほしい。知識人を信用してはダメです。前に言ったよ
うに，大本営発表に劣らない嘘を国民に広めて平然としている自称護憲
派，自称民主主義者がいっぱいいるから。もちろん，私の言うことも無
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批判に真に受けてはいけない。自分の頭を使って，卒然と憲法を読みな
さい。それと日本の今の自衛隊・安保のリアリティを比べてみてくださ
い。現実と憲法が大きく乖離している。それにも拘わらず，安倍政権と
護憲派がともに違憲の現実を自分たちに都合のいい形で固定しようとし
ている。この日本の現状は，このままでいいのだろうか。自らに問いか
け，自ら考えてみてください。以上で私の話を終わります。　　　　
質疑応答
【学生（法経政策学科２年）】
先生の今日のお話を全部理解できてはいないのですが，正義に関して
質問があります。私はどうしても人の数だけ正義っていうものはあると
思うのですが，今の世界を見たときも各自が自分たちの正義を押しつけ
ているということがあると思います。例えば，アメリカのイラク侵攻や
「イスラム国」というのを考えたときに，一方には彼らなりの正義があっ
て，でも他方からみれば彼らは間違っている。このような自分たちと他
の国・他者との正義に関する認識の差を埋めていくためにはどうすれば
いいのでしょうか。
【井上】
まず，何だって正義と名乗れば正義になるかというと，違う。重要な
のはさっき講演で言ったように，自分の他者に対する行動が，自分の視
点のみならず他者の視点からも拒絶出来ない理由によってジャスティ
ファイできるかどうかを批判的に精査せよというテストを，自らに課す
かどうかです。これを課したからといって，じゃあ１つの正義構想に収
斂するかというとそういうことはない。でもこのテストによってアウト
とされるものはいっぱいある。言うこと聞かないやつは殺すという「イ
スラム国」はアウト。さらに，ジョージ・W・ブッシュ Jr. のイラク戦争，
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あれもアウトです。これは共通の正義概念の制約にもろに違反していま
す。「ダブルスタンダードの排除」という基準に反しています。
イラン・イラク戦争のとき，アメリカは「イスラム圏の紛争には一
切介入しません，中立です」と言った。ところが1９９0年代初頭のイラ
ク・クウェート戦争では手の平を返すように，アメリカは国連の承認を
取り付けて多国籍軍を組織してイラクに制裁を加えた。同じイスラム圏
での紛争にもかかわらず今度は介入した。なぜか。ホメイニ革命後のイ
ランは反米国家だからこいつが潰れるのはいい。中立と言っておきなが
らイラクが劣勢になったときは陰で支援していた。その結果フセインの
権力基盤が強くなった。そして1９９0年代。今度はフセインに攻撃された
クウェートは親米政権です。さらにクウェートがやられると，すぐ隣に
あるサウジアラビアという，中東における米国最大の権益が脅かされる。
そこで手のひらを返したように，多国籍軍を動員してイラクを叩く。こ
れが正義と言えるでしょうか。同じ原理を一貫して適用しているとは言
えない。イラン・イラク戦争のときは無差別戦争観のような立場だけど，
クェートのときは侵略に対する自衛戦争は認める消極的正戦論を集団化
した立場です。この異なった原理の使い分けの動機は，自国の利益にな
るか否かです。200３年のイラク侵攻の場合は，イラクはどこも侵略して
いない。大量破壊兵器保持の疑いも証明できなかった。結局不正な体制
を打倒していいっていう積極的正戦論ということになるでしょうか。イ
ラクにおける人権侵害というけど，サウジアラビアなんて女性差別はひ
どいし民主主義もない。そういうところは不問です。その都度その都度
自分の利益を擁護するのに都合のいい理屈をもってくる。これは正義に
反します。
正義の諸構想は国際社会では国内よりももっと鋭く対立している。だ
からこそ，ネガティブな制約ではあるけど，これを外したら正義の名は
語れませんという共通の正義概念による制約が必要になってくるんです。
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話し出したら長くなりそうなので，後は拙著『世界正義論』を読んでみ
てください。
【学生（法経政策学科３年）】
私は法哲学という学問に興味があるのですが，法哲学は泥沼で深入り
すると危ないと言われました。また法哲学を学ぶことなんて自慰行為と
かわらないと言う人もいます。そういった意見に対して先生ならどのよ
うに応答されるかをお聞きしたいのですが。
【井上】
理由を聞きたい。なぜ泥沼なのか，なぜ自慰なのか。理由を言ってく
れないと反論しようがありません。
【学生】
それは私が言ったことではないので……。
【井上】
そこで逃げてはダメです。評論家ぶるのではなくて自分の主張に責任
を取ることが大事です。自分が信じていることを自分の名前で主張し，
なぜそう主張するのか論拠を提示する。日本のインテリがダメなのはそ
ういうことをしないからです。そういうところから議論が泥沼に，自慰
になる。
批判するという営為はネガティブではなくポジティブなものです。「お
前が言っていることは間違っている」，「お前の支持している命題と反
対の命題を俺は支持している」，「この反対命題を支持する論拠はある」，
それを提示することが批判ということです。先ほどの質問の論拠を言っ
てみてください。
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【学生】
泥沼だっていうのは，正義について答えを出してしまえるのかという
ことです。出口がないと言われると確かにそうだと思うところがありま
す。延々と正義について考えて，いろんな人と折り合いをつけられるか
考えていくことは一体何の役に立つのか疑問を感じます。結局は自己満
足なのではないでしょうか。
【井上】
あぁ，なるほど。わかってきた。いい質問です。
まず共通の正義概念は，ネガティブな制約なのでこのテストをパスし
ただけでは，複数の正義構想がせめぎ合う状況は変わらない。とりあえ
ず国内レベルで考えると，そのために政治的決定というものがあるわけ
です。複数の正義構想同士いくら議論しても解決はつかない。宗教だと
か人生観なら集合的決定をする必要はない。自己決定でよい。でも税制
の設計といったときには，あなたは功利主義的税制，私はリバタリアン
税制というわけにはいかない。反対者をも拘束する政治的決定が必要で
す。どのような政治的決定をしようと，ハッピーな人もいれば不満をも
つ人もいる。そこでさっき講演で述べたレジティマシーというものが重
要になってきます。誤った政治的決定だと思うけど，次の政治的闘争で
覆されるまでは尊重しますという態度をとることができるかどうかです。
さっきの立憲民主主義の話では九条問題という非常に特化した問題に
触れたけど，重要なのは「自分たちが勝てる時しか，勝てるゲームしか
やらない」っていうのはダメだということです。フェアであることが必
要です。「今の憲法は自分たちに有利だから変えさせない」とか「今の
憲法は気に入らないから解釈改憲で好きなように変えていく」というの
はどちらもアンフェアです。憲法というのは政争の具にしちゃいけない。
憲法というのは政治的価値を巡って熾烈な対立があるなかで，どの勢力
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が勝者になろうと，どの勢力が敗者になろうと，敗者が政治的決定に対
して最低限のレジティマシーを認め得る条件を保障するためのものです。
公正な政争のルールでなければならない。
このようなフェアネスの精神が今の日本政治にはない。安倍政権も護
憲派も「負ける試合」はしない。その結果，虚仮にされているのが憲法
であり主権者国民です。
対立がなくならないのは当たり前です。政治とはそういうものです。
だからこそフェアな政治的競争のルールが必要なのです。
なぜこのようなことになったかというと，政治とは熾烈な闘争の場で
あるという政治観が戦後育たなかったからです。ここには今日は省略し
ましたが55年体制の話が関わってきます。かつての日本では右から左ま
で談合政治・コンセンサスによって利益分配を決めてきた。それは経済
が成長し続けるという基盤があったから可能になった。今はむしろ経済
が縮小する局面です。そうすると，誰かが得し誰かが損するというゼロ
サム的な対立も起きる。外交でもエネルギー政策でも国論を熾烈に二分
する問題が存在している。だからこそフェアな政治的決定とはどういう
ものか，フェアな政治的競争とはどういうものかということを考えなけ
ればいけません。このような政治状況・経済状況があるからこそ，立憲
民主主義の再構築が求められているのが今の日本です。
